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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本産業用無人航空機工業会

（JUAV）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を制定すべき

との申出があり，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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無人航空機システム設計管理基準 

Unmammed aircraft system design management requirements 

 
序文 

この規格は，産業用途の無人航空機システムを対象にしている。しかし，他の用途への適用を妨げるも

のではない。 

この規格は，JIS B 9700:2013 に規定されている，タイプ C 規格である。 

タイプ C 規格が，タイプ A 規格又はタイプ B 規格の取り扱っている一つ以上の規定から逸脱している

場合は，タイプ C 規格が優先される。 

関連する無人航空機システム，及び対象とする危険源，危険状態又は危険事象の範囲をこの規格の適用

範囲に示す。 

この規格で明らかにする危険源の全てが無人航空機システムに一様に当てはまるということではなく，

また，所与の危険状態に付随するリスクのレベルが，どの無人航空機システムにとっても同じということ

でもない。したがって，安全要求事項及び保護方策は，この規格に規定するものとは異なるものとなるこ

とがある。保護方策がこの規格に規定する安全要求事項及び保護方策を満たさない場合，また，個別の用

途が考慮されている場合は，リスクアセスメントを実施して必要な保護方策を講じるものとする。 

この規格は，無人航空機システムの製造業者及び供給者が満たすべき安全要求事項について示すもので

ある。 

 

1 適用範囲 

この規格は，航空法に定める無人航空機を含む産業用無人航空機システム（以下，無人航空機システム

という。）について，本質的安全設計方策，安全防護及び付加保護方策並びに使用上の情報に対する要求事

項について規定する。 

この規格では，次の飛行 1)を対象とする。 

－ レベル 1 目視内での操縦飛行 

－ レベル 2 目視内での自動・自律飛行 

－ レベル 3 第三者無人地帯での目視外飛行（補助者の配置なし） 

注 1) これらの飛行は，“小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会”が定める“空の産業革命に

向けたロードマップ”に記載されている。 

ただし，有人航空機に対する衝突回避については，運用上の適切な処置（有人航空機の運用者との事前

調整など）を講ずるという前提で，この規格では原則を規定し，具体的な方法については規定しない。 

この規格は，無人航空機システムに関して，上記の運用において付随する人又は物件に対する被害を発

生させる危険源について規定し，それら危険源に伴うリスクを排除したり，又は許容レベルまで低減させ

たりするための要求事項を規定する。 


